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	 小田急線連続立体交差（高架化）事業認可取消訴訟最高裁大法廷判決	 
最高裁平成 17 年 12 月 7 日大法廷判決
（平成 16 年（行ヒ）第 114 号小田急線連続立体交差事業認可処分取消・事業認可
処分取消請求事件）
判例時報 1920 号 13 頁・判例タイムズ 1202 号 110 頁・民集搭載予定
	【参照条文】行政事件訴訟法 9条・都市計画法・東京都環境影響評価条例等
〔事実の概要〕
建設大臣は，建設大臣が昭和 39 年に決定し，東京都知事が平成 5 年 2 月 1 日付
けで変更告示した東京都計画高速鉄道第 9 号線に係る都市計画を基礎として，都市




をし，平成 6 年 6 月 3 日付けでこれを告示した。また，建設大臣は，世田谷区が平
成 5 年 2 月 1 日付けで告示した東京都市計画道路・区画街路都市高速鉄道第 9 号線
付属街路第 3，第 4，第 5，第 6，第 9 及び第 10 号に係る各都市計画を基礎として，
同項に基づき，小田急小田原線の前記区間に沿って右各付属街路を設置することを
内容とする六つの都市計画事業（以下「本件各付属街路事業」という。）の認可（以













































ければならないとし（13 条 1 項柱書き），都市施設は良好な都市環境を保持するよ
うに定めることとしている（同項 5号）。また，同法は，都市計画の案を作成しよ
うとする場合において必要があると認められるときは，公聴会の開催等，住民の
意見を反映させるために必要な措置を講ずるものとし（16 条 1 項），都市計画を
決定しようとする旨の公告があったときは，関係市町村の住民及び利害関係人は，
縦覧に供された都市計画の案について意見書を提出することができるものとして













































































最高裁平成 8年（行ツ）第 76 号同 11 年 11 月 25 日第一小法廷判決・裁判集民事





























































「行政事件訴訟法の一部を改正する法律」（平成 16 年法律第 84 号）による行政
事件訴訟法の改正が行われ，平成 17 年 4月 1日から施行された。この改正により，
　　　専修大学ロージャーナル　第 3号　2008.	1
取消訴訟の原告適格については，行政事件訴訟法（以下「行訴法」という。）9条が









なお，本事例における各認可の適否については，最高裁平成 18 年 11 月 2 日第 1
小法廷判決（判時 1953.3 判タ 1227.103）が出ているところであるが，テーマを絞
るために原告適格についてのみの判例研究に留める。
Ⅱ	 行政事件訴訟法 9条 2項の構造と本判決
1　行政事件訴訟法 9条 2項の構造



































都市計画に関する同法の規定（具体的には同法 1条，2条，13条 1項柱書き，同項 5号，








































































































































































年 2月 17 日判決民集 43.2.56）では航空法全体の趣旨を斟酌して，従来の判例にお
いてはともすると否定されていた空港周辺住民に空港設置許可を争う原告適格を認


















を拡大する立場から改正された行訴法 9 条 2 項の趣旨に沿った思考を働かせて，
原告住民の生活環境を子細に調査し，具体的に被る不利益についても広く考えを
及ばせて検討する必要があると考える。この思考過程ないし検討作業の中で指針
となるのが本件大法廷判決における行訴法 9 条 2 項の解釈であり，事実認定なの
である。
このように，普段から住民と接する機会が多い実務家から見ても参考になる判例
として，本件大法廷判決を紹介した次第である。
